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JESCOホールディングス株式会社

1970 年 8 月

東京都新宿区北新宿２丁目21－1
新宿フロントタワー23階

9億14百万円

485名（連結）

東京証券取引所（市場第二部）

会社概要
企業情報 （2016年8月31日現在）

代表取締役会長 兼 CEO

代表取締役社長 執行役員社長
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取締役（非常勤）
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常勤監査役

監査役

監査役

柗　本　俊　洋

唐　澤　光　子

川　島　清　一

中牟田　　　一

金　箱　明　憲

奥　村　晴　英

NGUYEN NHAT LINH

鈴　木　正　明

向　井　久　志

佐　藤　精　一

役員 （2016年11月29日現在）

● 株式事務のご案内
事 業 年 度
定 時 株 主 総 会
剰余金の配当の基準日
１ 単 元 の 株 式 数
株 主 名 簿 管 理 人

お 問 い 合 わ せ 先

毎年９月１日から翌年８月31日まで
毎事業年度終了後３か月以内
毎年８月31日、毎年２月末日
100株
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

公 告 掲 載 方 法 当社の公告方法は、電子公告としております。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子
公告による公告をすることができない場合の公告方
法は、日本経済新聞に掲載する方法としております。
当社の公告掲載URLは次のとおりであります。
http://www.jesco.co.jp/

● 見通しに関する注意事項
本冊子には、業績見通し等の将来に関する記述が含まれておりますが、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

取次所 みずほ信託銀行株式会社全国各支店
みずほ証券株式会社本店及び全国各支店及び営業所

各種事務手続きに関する
電話お問い合わせ先 0120-288-324

2015.９.１ 〉 2016.８.31

証券コード：1434
JESCOホールディングス株式会社

ノイバイ国際空港第2旅客ターミナル

ノイバイ国際空港

ベトナム社会主義共和国

当社グループ会社である JESCO ASIA JOINT STOCK COMPANY が参加したノイバイ国際空港第２旅客ターミナル新築工事プロジェクトにおいて、
ターミナルビル内の電気設備工事の施工実績が評価され、一般財団法人エンジニアリング協会より「第36回エンジニアリング功労者賞　国際貢献部門」で
大成建設プロジェクトチームの1社として受賞いたしました。

ものの、営業利益・経常利益ともに前期を下回りました。
　アセアンEPC事業は好調で、増収・増益となりました。電気・空
調衛生設備工事を中心に業績を伸ばし、2016年5月に受注したベ
トナム・ホーチミン市のチェソール高層アパートメント新築工事な
ど、今後の売上拡大につながる大型案件も獲得しています。
　総合メディア事業は、増収を確保しながらも、計画に対して
は未達となり、新規導入した LED ビジョンの減価償却負担が発
生したことから、損失を計上しました。なお当事業においては、
2016年9月1日付でJESCO TMC株式会社をJESCO CNS株
式会社に統合しました。技術的シナジーの発揮と経営効率の改
善により、業績向上を目指します。
　その他に当期の動きとして、2016年1月の本社移転に続き、
同8月に東京都中野区に土地及び建物を取得し、同9月には
JESCO CNS株式会社を同物件に移転しました。自社フロア以
外にはテナントが入居しており、賃貸用途で運用していきます。
また当社グループは、これらの拠点移転を通じて、業務の効率
化を図るとともに、労働時間の短縮と余暇の活用など社員の「働
き方改革」を進めていく考えです。

　当社グループは、2019年8月期を最終年度とする3ヵ年中期
経営計画を策定し、今期（2017年8月期）より始動しました。本

計画は、3年後の連結業績における売上高130億円、営業利
益8億円を目標に掲げ、安定性と成長性のバランスを担保した
事業拡大を目指します。
　その実現に向けた事業別の取り組みとして、国内EPC事業は、
防災行政無線のデジタル化対応工事や自動運転の本格化に伴
う高速道路ETCの設計・改修に注力していきます。
　アセアンEPC事業は、国内同様に防災行政無線及び ETC案
件の拡大を図り、同時にアジア各地における空港施設の設計及
び工事など、ベトナム拠点の人材活用を促進していきます。計
画最終年度には、当事業の売上高を全社目標130億円の3割
に相当する42億円まで伸ばしたいと考えています。
　総合メディア事業は、デジタルサイネージ広告の増加による
収益改善がカギとなります。その一環として、顧客企業とのバー
ター取引を通じ、広告枠の稼働率向上を図る取り組みも進めて
いきます。
　中期経営計画の初年度となる今期（2017年8月期）の連結業績
は、増収・増益を見込み、売上高95億円、営業利益5億円、経
常利益4億5千万円、親会社株主に帰属する当期純利益3億円を
予想しています。なお株主の皆様への利益還元については、当
面は内部留保の充実を優先した水準とさせていただき、将来的
には配当性向30％を目処に充実していきたいと考えています。
　株主の皆様におかれましては、今後とも当社グループへの長
期的なご支援を賜りますようお願い申し上げます。

中期経営計画初年度の今期は増収・増益を予想
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安 心 し て 暮 ら せ る 豊 か な 社 会 づ く り に 貢 献 す る
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ASEAN におけるインフラ整備を基盤に
エンジニアリングの理想を追求します
JESCO グループは、これまで培ってきた電気・通信・システ
ムを中心とした総合エンジニアリング技術をベースに、システ
ム開発とコンテンツ制作のノウハウを加え、企画から施工、メ
ンテナンスまでトータルにお客様の要望にお応えすることが
可能となりました。現在では、べトナムを拠点としたアセアン
各国のインフラ構築支援も手掛ける「グローバルカンパニー」
を目指し新たなステージへと活躍の幅を広げています。

ASEAN における
インフラ整備

海外戦略の
あゆみ

JESCOの海外戦略
1994 年マレーシアへの技術者派遣を皮切りに、2001 年に
ベトナムに現地法人設立、2014 年にベトナムの最大手建設
会社の設備工事子会社を M&A、2015 年にシンガポールに
駐在員事務所を設立しました。今後も ASEAN の発展に合わ
せて、グループ全体としてトータルソリューションの提供を実
現し、お客様のニーズに速やかに対応し、より一層社会に信
頼され、必要とされる企業体を目指してまいります。

事業概要 経営戦略

当社グループは同業他社との差別化を図るため、設計、調達、施
工管理及び保守メンテナンスに至るまで、案件を施工するための多
様な機能を有しており、工事案件のプロセスを一気通貫で受注でき
る体制を構築しており、この結果、当社グループでの短納期、低費
用の施工、そして元請事業者にとっての工事進捗管理の負担軽減
にもつながり、採算性の確保や持続的な受注を実現させております。

低い調整コスト・短納期・高品質

● JESCO の工程

ワンストップサービス

現地調査 設計 工事・管理 メンテナンス

マレーシア

スリランカ

バンダラナイケ国際空港の
電気設備

ジマ火力発電所
灰処理設備

東西経済回廊のITS※

南部経済回廊のITS※

ロンタイン
新国際空港の
電気設備

南北高速道路のITS※

タイビン火力発電所
灰処理設備

カンボジア
タイ

ミャンマー
ラオス

ベトナム

4つの国際資格

ISO 14001

環境と経営の両立

ISO 9001

品質保証

ISO 27001

情報セキュリティ

OHSAS 18001

労働安全

● 取引先に偏りがなく、高稼働率を維持

創業以来元請事業者となる建設会社、電気設備会社及び通信電
機機器メーカー等とバランスよく取引関係を構築し、特定の元請
事業者に受注先を限定させないことを基本方針として事業展開を
継続してきたことにより、当社グループが工事案件を受注する元
請事業者は偏りがなく多岐に亘り、当社グループ及び当社グルー
プ協力会の業務量安定につながっております。

高稼働率

業務量

高稼働
時間

キャパシティ

強
み
と
特
長

国内EPC事業 アセアンEPC事業 総合メディア事業
日本国内における電気設備工事及び
電気通信工事等を事業領域として、
主に商業施設、移動体通信基地局、
防災行政無線、道路付帯設備及び太
陽光発電設備等を対象とした配管、
配線、機器設置工事等を建設会社、
通信電機機器メーカー等の元請事業
者及び設計事務所から受注し、設計
業務、調達業務、施工管理業務及び
保守メンテナンス業務等を展開して
おります。

ベトナムを中心としたアセアン地域に
おける建築工事、電気設備工事、電
気通信工事及び空調衛生工事を事業
領域として、主に発電所、空港、工場、
商業施設及び道路付帯設備を対象と
した配管、配線、機器設置工事等を
施主または建設会社、電気設備会社、
通信電機機器メーカー等の元請事業
者から受注し、設計業務、調達業務、
施工管理業務及び保守メンテナンス業
務等を展開しております。

LED ビジョンなどの大型映像装置の設
置企画の立案から設計、コンテンツ制
作、設置、運用、メンテナンスまで一
貫した体制で事業を行っております。
具体的には、広告主及び広告代理店
を対象に、高速道路から見える場所等
に設置しているデジタルサイネージの
放映枠の販売や多目的集客施設等を
対象に、大型ビジョン等の設置のため
の資機材の調達、運用、貸出、設計・
施工管理を展開しています。

1994年 KLCC技術者派遣

1997年 JESCO BINA（M）誕生

2001年 JESCO SE ベトナム誕生

2004年 タンソンニャット国際空港施工管理

2010年 ノイバイ国際空港電気設備設計

2011年 ロンハウホアビン工業団地出資

2012年 ノイバイ国際空港電気設備工事

2014年  JESCO HOA BINH ENGINEERING JSC 誕生

2015年 1月   JESCO シンガポール 
事務所設立

2022年
海外事業

売上比率50%へ
「アジアのJESCO」の
確立を目指します

※ ITS : Intelligent Transport Systems
電子料金収受システム（ETC）、交通管制システム、
設備監視システムなどから構成される
高速道路交通システム

現地採用のベトナム人に設計業務を担当させる傍ら、日本語研修や
実務研修を充実させることで実務能力と語学力を兼備えた従業員を
養成します。さらに日本で研修を受け、帰国して現地スタッフに伝達
します。定期的に日本からも講師を派遣しております。こうして育っ
た様々な分野の人材は、日本の品質水準を現地でも保持、日本やベ
トナムの元請事業者からの継続的な受注と利益の確保や労働力不足
の補完に貢献しております。

独自のスキームで人材育成

1970年の創業以来培ってきたノウハウと総合エンジニアリング技術を活かした3つの事業セグメント

　東京証券取引所市場第二部への株式上場から 1 年が経過し、
上場企業としての初決算を迎えました。当社グループにとって
上場は、創業以来 45 年にわたる悲願であり、その実現に社員・
役員一同が感動を覚えながら、さらなる飛躍に向けて士気を一
層高めていった 1 年間でした。
　上場による営業面の変化として、発注者である顧客企業から
の信用度が向上し、高額案件の引き合いや受注が従来よりも
増加していることが挙げられます。国内EPC事業だけでなく、
ベトナムを中心に展開するアセアンEPC事業の営業活動におい
ても、上場の効果は表れています。
　一方、人材採用面では、応募者数が上場前年度と比較して
倍増したものの、大きな獲得実績につながっておらず、業界の
構造的な問題である人手不足の深刻化を感じています。
　当社グループは、上場を新たなスタートラインとして、事業
規模の拡大と収益性の向上を目指すとともに、社員の働き方を
変えていく取り組みなどの構造変革に努め、持続的な成長・発
展を実現してまいります。

さらなる飛躍に向けて士気を一層高めた1年間

計画は未達も、売上高、最終利益は過去最高

代表取締役会長 兼 CEO 柗 本 俊 洋

3 ヵ年中期経営計画をスタート。
安定性と成長性のバランスを担保した事業拡大を目指します。

トップメッセージ

　当期（2016年8月期）の連結業績は、全体として計画値を下
回り、売上高と親会社株主に帰属する当期純利益において過去
最高を更新しましたが、営業利益・経常利益は減益となりました。
　国内EPC事業は、特に移動体通信工事の減少が響き、ETC
整備工事や太陽光発電工事、防災行政無線工事等が増加した

JESCO協力会

業務量の安定化

設備工事会社

バングラデシュ

日本で研修 現地のスタッフに伝達

定期的に講師を
現地に派遣

現地で採用
JESCO本社（日本） JESCO ASIA
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